
を占めています。年代別では、
20 代は収入が減っても「利用
したい」が（３割弱）とほかの
年代より高く、収入よりも休み
を優先する割合が高くなる傾
向があるようです。 
週休３日制を導入するため

の対策としては、「業務の効率
化」や「上層部の意識改革」「人
手を増やす」などの回答（自由
回答）が上がっており、生産性
向上と人手不足の解消がポイ
ントになるようです。 
【マイナビ転職「週休３日制の意識調

査」】 

https://tenshoku.mynavi.jp/know

how/careertrend/09 

 
 

「働き方改革」の効果は？～

労働政策研究・研修機構の

調査結果から 

 
2018 年に法律が成立し進

められてきた働き方改革の取
組みは、実際にどれくらいの効
果があったのでしょうか。 
 

◆変化は「特にない」が約半

数 
労働政策研究・研修機構が行

った「働く人の仕事と健康、管
理職の職場マネジメントに関
する調査」の結果によると、企
業の働き方改革による変化に
対する質問では、変化は「特に
ない」との回答が 45.7％（業
種平均）に上ります。 
「企業の働き方改革の取組

みと実労働時間との関係につ
いては、働き方改革の効果は依

然明確にはなっていないと推
察される」として、特に中小企
業については、効果が明確に表
れたとは言えないようです。 
また、事業場外労働のみなし

労働時間制により、「サービス
残業や持ち帰りの仕事が増え
た」、「休憩時間が減った／休
憩を取れなくなった」という回
答も少なくありません。 
 

◆自身の心掛けのほうが効果

的？ 
他方で、労働者自身が持つワ

ーク・ライフ・バランス確保に
対する意識は変わりつつあり、
実労働時間を抑制するようで
す。自分の自由に使える時間が
増えるなど、取り組む改革の内
容によっては健康維持や睡眠
の充足に貢献するようです。 

 

◆コロナ禍による変化 
一方、コロナ禍によって、業

務のやり方を変えなくてはな
らなくなったことで、半ば強制
的にＤＸ化が進んだ一面があ
ると思います。新型コロナは、
ある意味で、政府による働き方
改革の取組みより働く人の意
識を変える効果があったのか
もしれません。 
いずれにしても、テレワーク

をはじめ新型コロナの期間に
行った業務改善や、そこで得ら
れた知恵は継続していきたい
ものです。 
【労働政策研究・研修機構「働く人の

仕事と健康、管理職の職場マネジメント

に関する調査結果」】 

https://www.jil.go.jp/institute/res

earch/2022/222.html 

６月の税務と労務の手続期
限［提出先・納付先］ 
 
1 日 
○ 労働保険の年度更新手続

の開始＜7 月 10 日まで＞
［労働基準監督署］ 
 

1０日 
○ 源泉徴収税額・住民税特別

徴収税額の納付［郵便局ま
たは銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取
得届の提出＜前月以降に
採用した労働者がいる場
合＞ 
［公共職業安定所］ 

○ 特例による住民税特別徴
収税額の納付［郵便局また
は銀行］ 
 

３０日 
○ 個人の道府県民税・市町村

民税の納付＜第 1 期分＞
［郵便局または銀行］ 

○ 健保・厚年保険料の納付
［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告
書の提出［年金事務所］  

○ 労働保険印紙保険料納付・
納付計器使用状況報告書
の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇
用保険の被保険者でない
場合）＜雇入れ・離職の翌
月末日＞［公共職業安定
所］ 
 

雇入時及び毎年一回 
○ 健康診断個人票［事業場］ 

65.4％。業種別では、コロ 
ナ禍で大きな影響を受けて 
いる「宿泊・飲食業」で 
90.9％と最も高い。 

○今年の最低賃金額の改定に 
ついて、「引き上げるべき」 
と回答した企業の割合は、 
前年調査から 13.6 ポイン 
ト上昇して 41.7％となり、 
「引き下げるべき」と「引 
上げはせずに、現状の金額 
を維持すべき」の合計 
（39.9％）を上回った。 
 

◆2022 年度の賃上げは？ 
また、本調査において、

2022 年度に「賃上げを実施予
定」と回答した企業の割合は
45.8％でした。そのうち約７
割（69.4％）が「業績の改善が
みられないが賃上げを実施（防
衛的な賃上げ）予定」と回答し
ています。社員のモチベーショ
ン向上や人材の確保・採用を目
的に、厳しいなかでも賃上げを
選択するという傾向がみられ
ました。 
【日本商工会議所「「最低賃金引上げの

影響および中小企業の賃上げに関する調

査」の集計結果について」】 

https://www.jcci.or.jp/research/2

022/0405160000.html 

 

 

週休３日制度について 
◆政府も導入を後押しする週

休３日制度 
１週間の休日を３日間にす

る週休３日制度。社員の育児・

介護による離職防止や自己啓
発（スキルアップ）時間の確保
など、社員が働きやすい環境
をつくることは、採用時の制
度の魅力アップにもつながり
ます。大手では日本ＩＢＭ、ヤ
フー、みずほＦＧ、ユニクロな
どが導入しています。 
政府も「経済財政運営と改

革の基本方針 2021」（骨太方
針 2021、令和３年６月）にお
いて「選択的週休３日制度に
ついて、育児・介護・ボランテ
ィアでの活用、地方兼業での
活用などが考えられることか
ら、好事例の収集・提供等によ
り企業における導入を促し、
普及を図る。」としています。 
 

◆運用の仕方 
運用にあたっては、主に①

勤務日が減った分、収入が減
る、②出勤日の働く時間が増
え収入は同じ、③出勤日の働
く時間は変わらず収入は同
じ、の３つのパターンがあり
ます。①を採用する企業が多
いようです。 
 

◆収入維持が定着のカギ？ 
転職情報サイト「マイナビ

転職」の調べでは、週休３日制
の導入について、「仕事量が多
いから」「人手不足」などの理
由から、約６割が「不可能」と
回答しています。また、週休３
日制は、勤務日が１日減るの
に比例して収入も減る場合は
「利用したくない」が８割弱

最低賃金引上げの影響と
対応～日商調査結果から 
 
◆最低賃金引上げが中小企 

業に与えた影響は？ 
 日本・東京商工会議所は、全
国の中小企業を対象に「最低
賃金引上げの影響および中小
企業の賃上げに関する調査」
（調査期間：2022 年２月７
日～28 日、回答企業数：
3,222 社）を行い、その結果
を公表しました。昨年 10 月
の最低賃金引上げの影響とそ
の対応等について調べるもの
です。調査結果の主なポイン
トは以下の通りです。 
 

◆最低賃金引上げによる影 

響と対応 
○最低賃金を下回ったため、 
賃金を引き上げた企業（直 
接的な影響を受けた企業） 
の割合は 40.3％。 

○賃金を引き上げた従業員の 
属性は、「パートタイム労 
働者（主婦パート、学生の 
アルバイトなど）」と回答 
した企業の割合が 83.4％。 

○人件費の増加に対して行っ 
た具体的な内容を聞いたと 
ころ、「人件費が増大したが 
対応策がとれない（とれな
かった）」 とする回答が４
割超（42.2％）と最も多い。 

○現在の最低賃金額の負担感 
は、「負担になっている」と 
回答した企業の割合は 
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